
医療機能情報提供制度について

医療機関等に対して、医療を受ける者が医療機関等の選択を適切に行うために必要な情報
（医療機能情報）について、都道府県への報告を義務付け、都道府県がその情報を集約し、
わかりやすく提供する制度

創設前

医療機関等の広告
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等による広報
※ 医療機関等からの

任意情報

院内掲示 等

現行制度

（平成19年4月～）
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医療機関等管理者
は、医療機能情報
を都道府県に報告

集約した情報をｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等で
わかりやすく提供
医療安全支援センター等に
よる相談対応・助言

医療機能情報を医療機関等において閲覧に供すること（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ可）
正確かつ適切な情報の提供（努力義務）
患者等からの相談に適切に応ずること（努力義務）

① 管理・運営・サービス等に関する事項（基本情報（診療科目、診療日、
診療時間、病床数等）、アクセス方法、外国語対応、費用負担等）

② 提供サービスや医療連携体制に関する事項（専門医（広告可能なもの）、保
有設備、対応可能な疾患・治療内容・在宅医療・介護サービス、セカン
ドオピニオン対応、クリティカルパス実施、地域医療連携体制（医療機関

等以外との連携含む）等）
③ 医療の実績、結果等に関する事項（医療安全対策、院内感染対策、診療

情報管理体制、治療結果分析の有無、患者数、平均在院日数等）

① 必要な情報は一律提供
② 情報を集約化
③ 客観的な情報をわかり

やすく提供
④ 相談助言機能の充実

視点

医療機能情報の具体例

医療機関等に関する
情報を入手する手段

1

S0410301
テキストボックス
資料８



【審査支払機関】

○○県

□▽県

・
・
・

都道府県毎にデータ
の引き出し・活用

【全国共通のサーバーを構築】

医事
システム

オーダリングシステム
や手作業で入力

提供サービスや医療連携体

制に関する事項

事務局にて集計

必要に応じ医療
機関へ送付

※収集の根拠や目的を医療法施行規則に新たに規定する必要がある

【厚生労働省】

医療機能情報を
全国統一的に公表
・スマートフォン、外国語対応
・患者の利便性の向上

管理・運営・サービスに関す
る事項

（病院へのアクセス、駐車場
の有無など）

NDBからデータ抽出
・正確な情報
・医療機関の負担軽減

医療機能情報提供制度に基づく報告事項

構造・設備、人員配置等

に関する項目

【医療機関等】

医療機能情報提供制度に基づく報告

電子レセプト

・医療機関の情報

・患者の情報

・保険、公費の情報

・傷病名

・診療行為

（診療行為、点数、回数）

・医薬品、医療材料 等

診療行為に関するデータ
（医療の内容に関する項目）

ＮＤＢ情報を活用した全国医療機能情報提供制度調査研究経費

【NDBと同じサーバー（※）】

〇 厚生労働省が管理する全国統一的な検索サイトを構築することで
利便性を向上する。

〇 レセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤＢ）からデータを
抽出し、医療機関が利用できる仕組みを付加することで、医療機関か
らの報告に係る負担軽減につなげるとともに、正確性を担保する。

〇 医療機能情報提供制度については、都道府県毎の公開であるた
め、スマートフォンや外国語への対応等を含め、公表方法に差がある。
また、例えば県境の患者は複数の都道府県の検索サイトを閲覧しなけ
ればならないなど利便性が悪い。

〇 規制改革実施計画において、医療機関の負担軽減が求められて
いる。また、都道府県毎に対応状況が異なるため、内容の正確性が十
分ではないとの懸念もある。

現状の課題 対応案

調査研究内容

・ 47都道府県ごとの現行システム
の実態把握

・ 新システムの要件定義の検討
・ 要件定義書の作成 等

【都道府県】

医療機能情報提供制度の新しい業務フローイメージ図

令和元年度予算：71,856千円（0千円）
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平成31年度（2019年度） 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度）
4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

調査研究調査研究

要件定義書
（案）作成
要件定義書
（案）作成

システム構築システム構築 新システム稼働新システム稼働

移行にあたっての各都道府県との調整移行にあたっての各都道府県との調整
新システムへの順次移行、

運用開始
新システムへの順次移行、

運用開始

意見招請、
調達手続

調達仕様
書作成

厚生
労働省

都道
府県


